
（一般勘定）

Ⅰ．重要な会計方針Ⅰ．重要な会計方針Ⅰ．重要な会計方針Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております｡

　運営費交付金と業務との対応関係の明確化及び業務の数値化が極めて困難であるため、業務達

成基準及び期間進行基準を採用せず、費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １４年～５０年

構築物 　７年～６０年

機械装置 　４年～　７年

車両運搬具 　４年～　６年

工具器具備品 　４年～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の除

去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として資本剰余金から控除して表示しております。

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採

用しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年～５年）に

基づいて償却しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は

計上しておりません。

　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当期末の引当外賞与見積

額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在

職する役職員について、当期末の退職給付見積額から前期末の退職給付見積額を控除した額から、

退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）によっております。

注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項



５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）仕掛品

個別法によっております。

（２）貯蔵品

最終仕入原価法によっております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

無償使用している財産については、減価償却費相当額を計上しております。

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

８．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

なお、ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、15,259,933円であり、当該影響額を除

いた当期総利益は、76,061,456円であります。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表Ⅱ．貸借対照表Ⅱ．貸借対照表Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金で充当されるべき退職手当の見積額

4,313,749,594 円

２．当期の運営費交付金により財源措置が手当されない引当外賞与見積額

273,232,701 円

３．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

流動資産

税務上の繰延欠損金 1,566,000 円

合計 1,566,000 円

４．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
（１）当該資産除去債務の概要
　　　当法人においては、所有する建物に係る建設リサイクル法に基づく処分費用及び不動産賃借契約
　　における賃借期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計上しております。
（２）当該資産除去債務の金額の算定方法
　　　所有する建物については、耐用年数を50年、割引率は2.484％から2.606％を採用しております。
　　また、不動産の賃借については、使用見込期間を15年から50年、割引率は1.876％から2.548％を
　　採用しております。
（３）当期における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　期首残高 357,666,191 円

　　　　当期増加額 8,898,285 円

　　　　当期減少額　　　 0 円

　　　　期末残高　　　 366,564,476 円

１０年利付国債の平成２６年３月末利回りを参考に 0.640% で計算しております。



５.減損処理

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要

場　　所 用　　途 種　　類 減損前帳簿価額 減損額

北海道稚内市 土地 土地 80,000,000 円 79,999,999 円

茨城県鹿嶋市 実験装置等 工具器具備品 926,190 円 926,177 円

空調設備等 附属設備 1,159,518 円 1,159,517 円

構築物 458,055 円 458,054 円

附属設備 689,766 円 689,764 円

実験装置等 工具器具備品 2,151,298 円 2,151,296 円

京都府精華町 実験装置等 工具器具備品 38,745 円 38,744 円

兵庫県神戸市 実験装置等 工具器具備品 61,950 円 61,949 円

沖縄県国頭郡恩納村 実験装置等 工具器具備品 302,826 円 302,824 円

フランス共和国パリ市 実験室等 附属設備 1,773,303 円 1,773,302 円

87,561,651 円 87,561,626 円

（２）減損の認識に到った経緯

全て資産の全部を使用しないという決定を行なったため減損を認識しております。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額及び計上しなかった金額

ア 損益計算書に計上した金額 38,744 円

イ 損益外減損損失累計額 79,999,999 円

ウ 資産見返負債の減少額 7,522,883 円

（４）回収可能サービス価額の算定方法

全て備忘価格としております。

Ⅲ．損益計算書Ⅲ．損益計算書Ⅲ．損益計算書Ⅲ．損益計算書

１．主要な費目の内訳

＊１．研究業務費　人件費の内訳

役員報酬 37,146,652 円

給与 4,639,774,405 円

退職手当 169,087,711 円

共済掛金 329,173,598 円

法定福利費 362,739,088 円

＊２．その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 10,794,632,896 円

資材消耗品費 1,355,039,096 円

通信運搬費 1,024,934,053 円

＊３．通信・放送事業支援業務費

その他の業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 5,183,538 円

旅費交通費 461,810 円

東京都小金井市

合　　計

実験室等



＊４．国及び地方公共団体受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 4,639,564,118 円

資材消耗品費 1,032,417,356 円

賃借料 139,007,817 円

＊５．その他の団体受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 415,929,174 円

資材消耗品費 57,644,876 円

旅費交通費 14,771,596 円

＊６．一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 61,021,503 円

給与 828,370,667 円

共済掛金 94,408,533 円 　

法定福利費 29,249,117 円

＊７．その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

委託料 614,283,423 円

雑費 89,050,470 円

賃借料損料 71,303,793 円

＊８．雑益のうち主要な費目及び金額

個人研究助成金間接費 62,614,364 円

特許料収入 77,401,881 円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　現金及び預金　　　 11,745,574,430 円

　　　定期預金　　　 △ 1,400,000,000 円

　　　資金期末残高 10,345,574,430 円

２．重要な非資金取引

（１）寄附による資産の取得 64,672,206 円

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得 20,599,950 円

（３）重要な資産除去債務の計上 8,898,285 円

（４）不要財産の現物による国庫納付による資産の減少 142,610,728 円

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの

21,997,874 円



Ⅵ．金融商品の時価等に関する事項Ⅵ．金融商品の時価等に関する事項Ⅵ．金融商品の時価等に関する事項Ⅵ．金融商品の時価等に関する事項

１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債及び証券

取引所に上場されている株式会社が発行する担保付社債又は信頼のある格付機関により最高位若し

くはそれに準ずる格付けを付与された社債のみを購入しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

11,745,574,430 円 11,745,574,430 円 0 円

（２）有価証券及び投資有価証券 1,549,381,959 円 1,571,520,000 円 22,138,041 円

（３）未収入金 4,792,832,459 円 4,792,832,459 円 0 円

（４）未払金 5,899,640,053 円 5,899,640,053 円 0 円

（５）前受金 15,360,373,552 円 15,360,373,552 円 0 円

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

（１）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。

（２）有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「Ⅶ．有価証券」に記載してお

ります。

（３）未収入金

未収入金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によ

っております。

（４）未払金

未払金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。

（５）前受金

前受金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。

Ⅶ．有価証券Ⅶ．有価証券Ⅶ．有価証券Ⅶ．有価証券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

貸借対照表計上額 決算日における時価 差　　額

国債・地方債等 1,049,381,959 円 1,060,820,000 円 11,438,041 円

社債 500,000,000 円 510,700,000 円 10,700,000 円

国債・地方債等 0 円 0 円 0 円

社債 0 円 0 円 0 円

1,549,381,959 円 1,571,520,000 円 22,138,041 円

２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区　　分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

国債・地方債等 1,000,000,000 円 50,000,000 円 0 円 0 円

社債 0 円 500,000,000 円 0 円 0 円

合　　計 1,000,000,000 円 550,000,000 円 0 円 0 円

区　　分

合　　計

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

（１）現金及び預金

区　　分

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの



Ⅷ．リース取引関係Ⅷ．リース取引関係Ⅷ．リース取引関係Ⅷ．リース取引関係

１．ファイナンス・リース取引

　　リース資産の内容

主として、電磁波計測研究所の研究業務におけるコンピュータシステム（工具器具備品）

であります。

Ⅸ.不要財産に係る国庫納付Ⅸ.不要財産に係る国庫納付Ⅸ.不要財産に係る国庫納付Ⅸ.不要財産に係る国庫納付

（１）不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

種　類 帳簿価額

土地 182,547,507円

工作物（門、囲障） 3円

182,547,510円

　帳簿価額は、独立行政法人通則法第46条の2第1項に基づく、申請時の価額であります。

（２）不要財産となった理由

　　　　業務見直しにより同施設を廃止したため

（３）国庫納付等の方法

　　　　現物納付

（４）譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額

　　　　0円

（５）国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額

　　　　0円

（６）国庫納付等の額

　　　　0円

（７）国庫納付等が行われた年月日

　　　　平成２５年９月１７日

（８）減資額

　　 　 142,610,728円

Ⅹ．重要な債務負担行為Ⅹ．重要な債務負担行為Ⅹ．重要な債務負担行為Ⅹ．重要な債務負担行為

契約金額 翌事業年度以降の支払金額

12,655,367,250 円 9,299,967,250 円

10,637,588,250 円 8,529,988,250 円

1,169,700,000 円 1,169,700,000 円

1,155,000,000 円 1,155,000,000 円

636,444,000 円 381,444,000 円

598,968,000 円 464,968,000 円

493,643,682 円 353,777,942 円

473,208,000 円 21,708,000 円

466,559,999 円 466,559,999 円

367,255,771 円 250,638,094 円

ⅪⅪⅪⅪ．重要な後発事象．重要な後発事象．重要な後発事象．重要な後発事象

　当該事項はありません。

情報通信研究機構 本部 建物設備維持管理等請負作業

「平成26-27年度」 高機能ブロードバンドネットワークテストベッド回線 （コア区間）

高速計算システム (スーパーコンピュータシステム) の借入

レーダ６号機衛星実機モデル（ＦＭ）の製作試験（その１）

レーダ６号機ミッション系維持設計

レーダ予備機ミッション系維持設計

おおたかどや山標準電波送信所送信装置・整合装置の調達及び局舎増築等工事設計

レーダ５号機ミッション系維持設計

はがね山標準電波送信所送信装置・整合装置の調達及び局舎増築等工事設計

契　約　内　容

レーダ５号機衛星実機モデル（ＰＦＭ）の製作試験

用　　途

合　　計

国より独立行政法人情報通信研究機構が承継した
旧稚内電波観測施設


